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２．大学の将来構想 
2.1 東京工業大学の将来構想 

 東京工業大学では、平成13年10月に「東京工業大学

の将来構想」をまとめ、以後、学長のリーダーシップ

のもと、この将来構想を基礎に大学のマネジメント、

研究、教育、社会貢献システムの体制を刷新してきた。

この将来構想では、本学の長期目標を「世界最高の理

工系総合大学の実現」と定めている。 
 この目標達成のために、大学から創出される「研究・

教育・社会貢献の成果」が、「適正に評価」され、さ

らに「適正な資源供給・配分」に反映されるトータル

システムの構築が重要であるとし、中期目標を設定し

ている。中期目標として掲げられた事項の中で、本プ

ログラムに関連する事項は以下の通りである。 
1) 戦略的マネジメント体制の確立 
・学長のリーダーシップに基づく教育・研究・社会貢

献システムの戦略的運営体制の構築 
・上記実現のため、教官と事務官を融合させた学長の

スタッフ組織として、研究戦略室等を設置 
2) 研究システムの改革 
・革新的研究分野を部局を越えた全学的組織で戦略的

に展開する「イノベーション研究推進体」の構築 
・研究支援体制の整備と国際水準の研究環境実現 
3) 教育システムの改革 
・IT教育及び教育のIT化を含む学部・大学院教育の改

革と国際教育（日本人学生教育の国際化、留学生教

育及び国際交流）の改革 
4) 産学連携体制の改革 
・産学連携体制の強化及び産学連携支援人材の育成 
2.2 将来構想と拠点形成 

 これらの中期計画に沿って、世界でトップの研究・

教育・社会貢献体制を整備するためには、世界の最先

端を行く独創的・先端的学術研究を推進することによ

り新しい知を創造し、国際的リーダーシップの発揮で

きる創造性・人間性に富んだ人材を育成し、科学・技

術の持続的発展を通じて社会に貢献する研究教育拠点

を構築することが重要である。本プログラムの申請に

おいては、学長のリーダーシップのもと、戦略的マネ

ジメント体制における研究面での要である研究戦略室

が中心となり、各分野における本学の強み、カバーす

べき領域、研究者の動向、これまでの教育の問題点と

改革の目指すべき方向等を議論した。その結果、研究

面では、総合科学技術政策における重点分野を中心に、

いくつかのイノベーション研究推進体をベースとして

拠点案を決定した。また教育面については、専門性だ

けではなく高い柔軟性と広い視野を持ち産業界でも活

躍できる人材育成、スクーリングを重視した多様なコ

ース設計、国際コミュニケーション能力の強化、厳格

な修了評価、などを特徴とする教育システムづくりを

全学的な基本方針とした。またプログラム終了後の拠

点イメージを明確にするため、研究面では学内措置に

よるセンター等の研究施設、また教育面では学内措置

による新コース等の設置を図ることにした。 
2.3 拠点形成のための支援方策 

 上記の目的を達成するため、本プログラムを通した

研究教育拠点の構築に当たっては、学長を中心とした

全学体制でこれを支援することとした。 
 すなわち、拠点申請に際しては、前述の通り、学長

のリーダーシップのもと、研究戦略室が中心となり、

各分野における本学の強み、カバーすべき領域、研究

者の動向、これまでの教育の問題点と改革の目指すべ

き方向等の視点から研究グループの申請を支援した。 
 また、本プログラムの採択拠点に対する直接的支援

としては、以下を実施することとした。 
・学内資源配分：各研究教育拠点へ傾斜配分校費等に

よる支援、全学共通スペースの確保と重点配分。 
・進捗状況管理と評価：研究面では研究戦略室が、教

育面では教育推進室が、国際面では国際室が進捗状

況を管理・評価し、毎年評価室が実績を評価し学内

資源配分へ反映。 
・競争的資金獲得支援：拠点における研究教育の更な

る推進のため、研究戦略室により外部競争的資金の

獲得を支援。 
・人材の流動性確保：任期制の導入や博士修了者の外

部機関でのポスドクの奨励。 
・終了後の拠点運営：研究面では学内措置によるセン

ター等を構成し、教育面では新センターの教育面を

担う学内措置による新コース等を設置するととも

に、そのための規則を整備。 
 さらに、間接的・長期的視点では、外部競争的資金

のオーバーヘッドによる研究・教育インフラ整備及び

事務系を含めた研究・教育支援体制の強化等により、

学内の研究教育活動を活性化することとしている。 
 
３．達成状況及び今後の展望 
3.1 採択拠点への支援の具体的実績 

 ２項に記した本学の将来構想実現に資するために全

学体制で実施したプログラム採択拠点への支援を具体

的に記せば、以下の通りである。 
・学内資源の優先配分：採択拠点の研究スペース確保

のための支援として、学内のスペースからグローバ

ルCOEプログラム採択拠点を含む全拠点合計で

3,240 m2を優先配分するとともに、プログラム経費

からの支出が難しい経費の確保のため、これらの拠



 
様式１ 

【公表用】  

東京工業大学―2頁 

点に６億円余（平成14〜19年度積算額）を学長裁量

により配分した。 
・広報支援：各拠点が実施する国内外向けのシンポジ

ウム・広報活動のほかに、本学としての21世紀COE
プログラムならびにグローバルCOEプログラムへ

の取り組みを広く社会に認知してもらうため、全拠

点の活動を網羅したInter-COEシンポジウムを全学

体制で５回開催した。 
・センター化・コース化支援：各拠点の研究・教育面

での出口イメージを明確にするため、プログラム終

了を待たず、それぞれの拠点が研究センター・教育

コースを設置できるよう規則を整備するとともに、

これらの設置を強力に支援した。その結果、本学が

擁する12拠点が研究センターを、９拠点が教育コー

スを設置するに至っている。 
・事務支援体制の構築：各拠点の研究者が研究教育活

動に専念できるよう、大岡山・すずかけ台両キャン

パスにCOE支援室を設置し、各拠点の経理や事務書

類作成を実質的にサポートする体制を整えている。 
・競争的資金獲得・産学連携の支援：各拠点が研究教

育活動を実施していく上で必要とする外部競争的

研究費の獲得のため、研究戦略室が中心となって、

各種情報の収集・提供や申請書類準備などの支援を

実施した。また、本学の技術移転活動の要である産

学連携推進本部を中心に、各拠点の研究成果の技術

移転や産学交流を積極的に推進した。 
・国際化支援：各拠点が推進する国際共同研究や教育

の国際化については、研究戦略室と国際室が連携し

てサポートする体制を整えている。 
 これらの支援を通して各拠点の研究活動の高度化・

効率化が図られると同時に、本学の研究教育支援体制

のベンチマークとして拠点以外へも浸透しつつある。 
3.2 将来構想等の達成状況 

 本プログラムにおける拠点形成を通して、本学の将

来構想の第一フェーズを達成することができた。前述

の中期目標の項目ごとに述べれば以下の通りである。

1) 戦略的マネジメント体制の確立 
 本プロジェクトの申請・運営・評価・支援を通して、

学長のリーダーシップに基づく教育・研究・社会貢献

システムの戦略的運営体制構築の必要性が認知され、

研究戦略室・企画室・評価室・教育推進室・国際室・

産学連携推進本部・広報センターといった企画立案組

織が構築されるに至っている。 
2) 研究システムの改革 
 本学における拠点形成がイノベーション研究推進体

をベースにしていることは既に述べたとおりである。

このことは、本学の研究面での「強い分野」を、学外

の視点からの評価を受けながら、さらに強めていく方

針によるものであり、このような流れが全学的に認知

されるに至っている。また、各拠点の研究活動継続の

ため、学内措置による研究センター設置のための規則

整備を行い、こうした「強い分野」の研究拠点構築を

強力に後押ししている。さらに、その次の「強み」を

構築していくため、イノベーション研究推進体活動を

継続的に推進するとともに、各拠点の成果を本学の長

期目標に合致したものとして昇華させるため、拠点リ

ーダーをメンバーとする「先進研究機構」を常設し、

拠点間の意識の整合を図るとともに、本学の教育研究

施策決定へ積極的にフィードバックしている。 
3) 教育システムの改革 
 本プログラムの拠点形成をひとつの契機として、大

学院に修士・博士一貫コースを設置し、あるいは国際

大学院コースを見直すなど、専門性だけではなく高い

柔軟性と広い視野を持ち産業界でも活躍できる人材育

成、スクーリングを重視した多様なコース設計、国際

コミュニケーション能力の強化、厳格な修了評価、な

どを特徴とする教育システムを構築し、これらの人材

養成を通して社会に貢献する体制を構築している。ま

た、本プログラムの拠点のいくつかはその目的に合致

した特徴ある教育コースを設置しており、これらを通

しても教育システムの改革を実施している。 
4) 産学連携体制の改革 
 学内に産学連携推進本部を設置し、産学連携と研究

成果の技術移転に関する業務を一元化して実施する体

制を整えた。産学連携推進本部には、国内外における

知的財産管理と活用・産官学連携を担当する人材を登

用し、本学の強い分野が築き上げた知的財産を社会に

貢献できる形にする体制を構築している。 
3.3 本学の将来展望と研究教育拠点 

 本学の長期目標である「世界最高の理工系総合大学

の実現」のためには、上記の中期目標の第一フェーズ

の実現だけでは十分ではなく、この成果を踏まえた次

のステップが重要になる。 
 本学の将来展望の鍵を握る「次のステップ」として

は、本学の研究・教育両面での強みをさらに強める取

り組みを挙げることができる。21世紀COEプログラム

等に採択された拠点を含め学内の有力な研究教育グル

ープから学内外の評価に耐えるものを学長と研究戦略

室等が連携して選定し、研究スペースの確保など、そ

れらへの支援を既に実施している。また、こうして構

築された「強い」教育研究組織をさらに強めるため、

学長と各室が連携して研究グループを評価し、グロー

バルCOEプログラム拠点として申請を行っている。 
 一方、これらの研究教育グループの成果を本学の研

究教育の基盤である研究科群にフィードバックするこ

とにも取り組んでいる。その結果、新たな研究教育両

面での強みが構築され、「第二フェーズ」として新し

い視点での教育研究活動が実施できると期待される。 
 このように、本学における研究教育両面での強みを

抽出し、重点的支援を行って拠点化し、その成果を研

究境域基盤にフォードバックする好循環システム

（Dynamic Circulation System）の構築こそが、本学を「世

界最高の理工系総合大学」に至らしめるために必要な

ステップである。上述の通り、本プログラムでの拠点

形成はその第一フェーズとしてきわめて高い実効があ

ったものと確信している。 
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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 東京工業大学 学長名 伊賀 健一 拠点番号 J06 

１．申請分野 Ｆ<医学系> Ｇ<数学、物理学、地球科学> Ｈ< 機械、土木、建築、その他工学> Ｉ<社会科学> ○Ｊ <学際、複合、新領域>

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

大規模知識資源の体系化と活用基盤構築 

(Framework for Systematization and Application of Large-scale Knowledge Resources)             

    研究分野及びキーワード <研究分野：知識資源>(人文社会情報学)(メディア情報学)(知能情報学)(メディア教育)(文化財科学) 

３．専攻等名 
大学院情報理工学研究科計算工学専攻, 大学院社会理工学研究科人間行動システム専攻, 大学院

社会理工学研究科価値システム専攻, 学術国際情報センター,留学生センター 

４．事業推進担当者           計 20 名 
ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  

FURUI SADAOKI 

古井 貞煕  

MAKOSHI NOBUYASU 

馬越 庸恭  
NAKAGAWA MASANORI 

中川 正宣  
AKAMA HIROYUKI 

赤間 啓之  
YAMAMURO KYOKO 

山室 恭子 
OKUMURA MANABU 

奥村 学 
KAMEI HIROYUKI 

亀井 宏行  
NISHINA KIKUKO 

仁科 喜久子  
MOCHIZUKI MASAHIRO 

望月 祐洋  
TOKOSUMI AKIHUMI 

徃住 彰文 
NAKAJIMA MASAYUKI 

中嶋 正之  
TOKUNAGA TAKENOBU 

徳永 健伸  
YOKOTA HARUO 

横田 治夫  
MATSUOKA SATOSHI 

松岡  聡  
SAEKI MOTOSHI 

佐伯 元司  
TOKUDA TAKEHIRO 

徳田 雄洋  
YONEZAKI NAOKI 

米崎 直樹  
SATO TAISUKE 

佐藤 泰介   
SHINODA KOICHI 

篠田  浩一 
（平成15年8月12日追加） 
MURATA TSUYOSHI 

村田  剛志 
(平成17年4月1日追加) 

TANAKA HOZUMI 

田中 穂積 
（平成17年3月31日辞退） 

情報理工学研究科計算工学
専攻・教授 
学術国際情報センター・教授
 
社会理工学研究科人間行動
システム専攻・教授 
社会理工学研究科人間行動
システム専攻・准教授 
社会理工学研究科社会工学
専攻・教授 
総合理工学研究科知能シス
テム科学専攻・准教授 
情報理工学研究科計算工学
専攻・教授 
留学生センター・教授 
 
学術国際情報センター・准教
授 
社会理工学研究科価値シス
テム専攻・准教授 
情報理工学研究科計算工学
専攻・教授 
情報理工学研究科計算工学
専攻・准教授 
学術国際情報センター・教授
 
学術国際情報センター・教授
 
情報理工学研究科計算工学
専攻・教授 
情報理工学研究科計算工学
専攻・教授 
情報理工学研究科計算工学
専攻・教授 
情報理工学研究科計算工学
専攻・教授 
情報理工学研究科計算工学
専攻・准教授 
情報理工学研究科計算工学
専攻・准教授 
 
情報理工学研究科計算工学
専攻・教授 

音声認識     
工学博士 
教育のIT化   
文学修士 
認知科学     
文学博士 
言語文化     
文学博士 
歴史学       
文学博士 
計算言語学   
博士(工学)  
文化財情報学  
工学博士 
日本語教育   
博士(学術) 
移動遍在計算 
博士(政策・メディア) 
認知科学 博士  
(行動科学) 
画像処理     
工学博士 
計算言語学    
博士(工学)  
データ工学    
博士(工学) 
計算機科学   
博士(理学) 
ソフトウェア工学 
工学博士 
ソフトウェア工学 
理学博士 
ソフトウェア工学 
工学博士 
人工知能   
工学博士 
パターン認識  
博士(工学) 
人工知能 
博士(工学) 
 
言語処理 
工学博士 

COEプログラム総括 
 
サブリーダー，研究戦略立案担当 
 
言語・文献知識資源， 

知識資源教育プログラム担当 
言語・文献知識資源， 

博士課程実習システム担当 
言語・文献知識資源， 

知識資源教育プログラム担当 
言語・文献知識資源， 

知識資源教育プログラム担当 
言語・文献知識資源， 

知識資源教育プログラム担当 
教育・言語学習知識資源， 

国際協力推進担当 
教育・言語学習知識資源， 

情報システム教育担当 
音・映像・感覚知識資源， 

知識資源教育プログラム担当 
音・映像・感覚知識資源， 

国際協力推進担当 
言語・文献知識資源， 

博士課程実習システム担当 
先進情報基盤技術， 

博士課程実習システム担当 
先進情報基盤技術， 

国際協力推進担当 
先進情報基盤技術， 

研究戦略立案担当 
先進情報基盤技術， 

国際協力推進担当 
先進情報基盤技術， 

知識資源教育プログラム担当 
先進情報基盤技術， 

研究戦略立案担当 
音・映像・感覚知識資源, 

COEプログラム総括補佐担当 
先進情報基盤技術， 
知識資源教育プログラム担当 
 
言語・文献知識資源， 
研究戦略立案担当 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) 249,000 200,300 200,300 
184,370 

(18,437) 

150,000 

（15,000） 
983,970 
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大規模体系化知識資源大規模体系化知識資源

現在の知識現在の知識

個別知識

• 新たな学問領域の創造

• 新たな応用の展開

• 既存学問領域の発展

• 知識資源研究者の育成

• 新たな学問領域の創造

• 新たな応用の展開

• 既存学問領域の発展

• 知識資源研究者の育成

学術的・社会的効果学術的・社会的効果

• 音声・言語解析

• 映像解析

• データベース構築

• 意味概念

• 辞書体系

• 音声・言語解析

• 映像解析

• データベース構築

• 意味概念

• 辞書体系

構築技術構築技術

活用技術活用技術

• データマイニング
• 情報検索
• 可視化
• WWW
• セキュリティ
• モバイル
• ネットワーク

• データマイニング
• 情報検索
• 可視化
• WWW
• セキュリティ
• モバイル
• ネットワーク

６．拠点形成の目的 

① 本拠点がカバーする学問分野 

本拠点では、電子化された大規模知識資源の

体系化と活用基盤構築のために、多様な学際的

研究を行うことを目的とした。ここで知識資源とは、

音声・言語資源を中核とする、次のようなものを指

す：話し言葉コーパス、書き言葉コーパス、言語の

学習と教育のための教材、遠隔教育教材、マルチ

メディア教材、古典文献、歴史文書・史料、文化財

知識、古典美術など。 

大規模知識資源を構築し活用できるようにする

ためには、下の図に示すように、知識自体の集積

の他に、様々な基本技術が必要である。このため、

それらの多様な知識資源を相互に関連付け、体

系化するための意味体系に関する研究とともに、

体系化された大規模知識資源の構築を行うことと

した。さらに、そこから得られる新たな知見から、音

声・言語学の他に、教育学、歴史学、文献学、考

古学などの新たな発展を促すことを目指した。大

規模知識資源の構築と、高度な活用を可能とする

ためには、IT技術の支援が不可欠で、それにより、

IT関連学問分野の発展に寄与することを目指し

た。 

 

② 拠点形成の目的、必要性 

我が国に於いて、本拠点形成以前にも、種々の

個別知識が電子化され蓄積されていたが、それら

は個人や、研究機関、研究分野に分散しており、

また統一された概念のもとで開発されていないた

め、活用するのが容易でないという問題点があっ

た。例えば教材・文献・映像などの知識資源を相

互に関連付けるためには、意味概念のレベルまで

踏み込んだ高度な構造化が必要

になるが、そのためには、関連す

る多様な学術を背景とした研究を

推進することが不可欠であった。 

本研究拠点では、上記①で述べ

た多様な知識資源を対象とし、大

規模知識の標準的な体系化と構

造化のための枠組みを構築するこ

とを目的とした。これにより、誰でも

容易に知識資源を構築し、体系的

に活用することを可能にする基盤

を確立することを目指した。同時に、

開かれた拠点として知識資源を蓄

積・活用し、新しい知見を創造することで、既存学

問のより一層の発展と新しい学問の開拓を目指し

た。さらに、これらの研究を通じて、知識資源の体

系化と活用に関する枠組みと技術を身につけた若

手研究者を育成することを目指した。 

 

③ 5年後に期待された成果 

本拠点の形成によって期待された成果は、以下

の通りである。 

(a) 音声・言語を中核とする多様な知識の体系化、

研究活動における知的創造活動の強化、遠

隔教育や第２言語の自律学習のための教材

と利用技術の構築、教科書・古典文献・文化

財・歴史資料などの知識資源化による相互関

連の分析や体系化のための基盤の構築。 

(b) アジアにおける知識資源に関する中心拠点と

して、欧米のLDC、ELRAなどと連携することに

よって、国際的役割の一翼を担う。 

(c) 構築された資源により、多様性に富みかつ効

率的な教育や、境界領域あるいは領域横断

型の新しい学問の創造。 

(d) 自動音声認識を用いたヒューマン・コンピュー

タインタフェースシステムを始めとする、種々の

情報処理技術への利用。 

(e) 講演や講義、あるいはテレビ放送への字幕の

自動付与などの技術への寄与。 

(f) 本拠点における人材育成による、人文社会

系・理工系を融合した幅広い学際的知識、高

い学力、教養および論理的思考力、さらに幅

広い国際性を備えた新しいタイプの知識資源

研究者の輩出。 
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７．研究実施計画 

以下の１～５のテーマに関する研究を有機的に

組み合わせることにより、大規模知識資源の体系

化と活用基盤構築のための研究拠点形成を進め

た。 

1. 知識資源の体系化 

(1) 大規模知識資源を体系化する総合的なオント

ロジーの確立 

• 多様な概念を形式オントロジーとして表現し、

大規模知識資源の体系化を行う枠組みの構

築。 

• 知識ベースとしてのオントロジー（概念体系）を、

語彙のシソーラスとして構築する手法の確立と、

実際のソフトウェア文書への適用。 

• 感情・感性・評価・価値に関わるオントロジーの、

局所性と大域性に対応するメカニズムを組み

入れた構築。大規模知識資源と整合性をもつ

認知モデルの提案。 

• 比喩理解の計算モデルのための、基礎情報の

自動獲得と、モデルの評価。 

(2) 知識の構造化 

• 統計言語学の基本汎用ソフトウェアの充実。

複数のドキュメントの共起情報の取得と、相互

比較による、ドメイン知識の構造化。 

• 不確実性が扱える知識ベースの基盤技術とし

た、確率推論と論理推論を統合した知識モデ

リング言語の改良、曖昧検索、常識ベース（統

計的常識推論）の研究。 

• 日本語および英語の話し言葉音声を、認識・

要約し、講演などの知識構造を抽出する技術

の構築。 

(3) 外部に開かれた「大規模知識資源センター」

の設置。 

2. 知識資源の構築 

(1) 教育・学習資源の構築 

• 日本語読解支援システム「あすなろ」について、

学習機能とインタフェースの改善と、多言語辞

書の作成。 

• 特許と文献データベースを統合した論文データ

ベースシステムと、両者を同時に検索できる環

境の構築。WWW上のテキストを含む対象の、

知的マイニング技術の開発。 

• 教育コンテンツ統合システムの構築と、レーザ

ポインタ情報、音声データ、他の知識資源の体

系的利用の促進。 

(2) 言語・考古資源の構築 

• 日本語構文構造付きコーパスの大規模化、言

語表現の網羅性向上と、知識資源の体系化

（共起情報の獲得など）への活用。 

• 考古データベースの構築と、曖昧検索技術を

取り入れた、新たな知見の発見。 

3. 知識資源を用いた分析 

(1) 平家物語、源氏物語などの古典文学の分析

研究による、日本語の話し言葉的特徴（音韻

的および韻律的特徴）の、時代を通した一貫

記述と、日本語の通時的発達の様相の解明。 

(2) 物語映画の構成法の数理的解析。 

4. 知識資源の活用技術 

(1) 音・映像・感覚資源の活用 

• 携帯電話から取得された画像などを用いた、

大規模画像資源の蓄積・解析・認識利用処理

システムの構築。 

• 音と映像に関するマルチモーダル情報の自動

インデキシングと、検索技術の研究。 

(2) 言語・学習・教育資源の活用 

• 知識資源を扱う基盤技術とし、Webアプリケー

ション技術やWebサービス技術を用いた、知識

資源の大規模結合法の開発。アプリケーション

として、日本語と英語の例文検索サービス、コ

ーパス検索サービス、知識検索サービスの提

供。 

• 遠隔講義支援のための遍在機器間協調機構

および知識資源の適用方式に関する実証研

究。計算環境のユビキタス化に応じて、多様な

機器や移動機器を有効活用するための基盤

技術、応用ソフトウェア、ツール群の開発。 

5.  知識資源の体系化と活用のためのインフラス

トラクチャ 

本拠点形成における研究と教育に資するため

の、大規模知識資源蓄積活用システムKnowledge 

Storeと、大規模知識処理用データグリッドサーバ

群の構築。知識処理ソフトウェアの並列化・高速ア

クセスの実現と、数テラバイト級の知識データ処理

の実現。メタデータを記述するXMLを効率よく格納

する技術や、ワークフローを高信頼で効率よく管

理する手法の研究。 
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８．教育実施計画 

本拠点では、学術・文化の分野にも及んできた

ボーダーレスの中で、大規模知識資源の構築と活

用に関するメタ知識と技術を備えた、リーダーを育

成することを目指した。多くの分野が乗り入れるク

ロスオーバーな複合領域の中で、文字、音声、画

像、映像など、様々な感性形式の記号を含む多面

的・複合的な記録、すなわちスーパーマルチモー

ダルなデータとして、知識を蓄積、評価、分析、流

通、活用化するための学問と技術を教育すること

を目指した。 

そのため、人文社会系・理工系の融合という斬

新な目標を掲げる社会理工学研究科人間行動シ

ステム専攻および価値システム専攻と、情報分野

で世界的に最先端を行く情報理工学研究科計算

工学専攻とを新たに連携させ、兼担教員となって、

幅広い学際的知識、高い学力、教養および論理

的思考力、さらに幅広い国際性を備えた新しいタ

イプの知識資源研究者、文化工学者を育成するこ

ととした。また、人文社会系と理工系教員による、

研究の共同指導体制を構築することとした。具体

的に、以下に示す博士教育に関連した組織と制度

を新設することとした。 

 

(1) 大規模体系化知識資源の研究コンテンツに

適応した博士課程実習システム 

文化資源が世界中に散在している中で、個別知

識データの大規模な集約を行い、それを博士課程

の研究教育面に直結させるために、理工系だけで

なく、人文社会系の学生も対称として、以下の新し

い分野横断型教育プログラム（コース）を計画し

た。 

a)マルチメディア・コンテンツや、テキストベースの

コーパス、音声コーパスなど、ペタ・エクサビット

レベルに至る大規模知識資源を収集させるフィ

ールドワークとデータベースの構築実習。 

b)上記の知識資源を材料に、分析用の様々なア

ルゴリズムを開発し、グリッド計算能力を駆使し

て、音声・画像・映像解析、データマイニング、テ

キストマイニングなどを行う分析実習。 

c)上記の知識資源をデジタルアーカイブ化する際

のシソーラス整備、メタデータ策定、検索システ

ム開発、モバイルネットワーク設定を行う活用実

習。 

d)研究成果を社会に還元し、新たなビジネスを創

出するため、先端的なヒューマンインタフェース

を備えた次世代メディアによるプレゼンテーショ

ン手法や、留学生対象の語学力強化システム

デザインなどの展開実習。 

 

(2) 知識資源研究教育マネージメント 

知識資源の体系化と活用に関する高度なスキ

ルを有する学生の育成のため、a)大規模知識資

源の諸分野でマルチモーダルなデータを扱うシス

テムを開発できる人材、b)複合・境界領域におけ

る科学技術プロジェクトの企画・運営、産学連携な

どのコーディネート能力を持つ人材、c)新産業・ベ

ンチャービジネスを志向する人材の育成特別コー

スを設ける。また、優秀な博士課程学生の獲得、

育成、進路指導、早期自律、国際化を図り、支援

する組織として、マネージングプロフェッサー（MP）

制度を設置し、支援スタッフとともに常設化する。 

 

(3) RAと博士課程フォーラム 

有能なポスドクを主な対象としてRAを採用し、

博士課程の研究補助、特に論文指導にも積極的

に参画させる。同時に博士課程学生の視野の拡

大と自主性の涵養を目指し、RAのアドバイスのも

と、博士課程学生が運営主体となる博士フォーラ

ムを新設する。博士フォーラムでは、研究発表会

の企画・実施、博士フォーラムWebの立ち上げと運

営、国際会議・シンポジウム等の実行等を行わせ

る。これを苗床にし、知識資源工学・文化工学を研

究する博士課程学生を次世代のリーダーに育て

る。 

 

(4) 国際化 

本拠点形成の研究は、本来的に多言語、多文

化を対象とした国際的なものであり、海外の大学・

研究機関との共同研究、国際会議での成果発表

に多くの大学院生が参加させる。また、RAとして多

数の外国人研究者を雇用する。 

更に国際的な人材の育成のため、比較的長期

の滞在を伴う海外派遣を積極的に行うなど、国際

性を身につける訓練を充実させる。 
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このことから、「１．目的は十分達成した」と判断

される。 

研究面における具体的根拠を、以下に示す： 

(1) 知識資源の体系化 

 概念の関係を表すオントロジーに関し、相互

作用の記述に汎用的に用いることができる形

式オントロジーを提案した。言語的知識資源の

効果的な利用を可能にするために、人間と機械

の双方が利用でき、かつ必要に応じて詳細で緻

密な記述を提供するオントロジーを、感性関連

領域と学術知識領域で構築した。ドメインオン

トロジーを用いた、ソフトウェア要求獲得支援

ツールを実現した。 
自然言語処理研究のための、構文木付きコー

パス作成支援統合環境を構築した。言語統計解

析を用いて作成された確率的知識構造に基づ

いた、比喩理解・生成モデルの構築と、その妥

当性の心理学的検証を行った。 

ドメインを特定しない統計的質問応答シス

テムを構築し、多数の言語において優れた性能

を示した。話し言葉音声と読み上げ音声の、音響

的・言語的違いに関する体系化を行った。 

本拠点終了後も活動を継続する組織として、

「大規模知識資源センター」を設置し、知識資源の

外部への公開を進めた。 
(2) 知識資源の構築 
 大規模日本語話し言葉コーパス（CSJ）を、大規

模知識資源蓄積活用システムKnowledge Storeに

実装し、広く一般に公開した。単語の関連情報を

用いた意味ネットワーク（グラフ）を、概念クラスタ

ーを用いて構築し、一般に公開した。 

多言語のユーザを対象とした、日本語読解支援

システム「あすなろ」と、日本語作文支援システム

「なつめ」を構築した。論文の参照関係を分類表示

できる、論文データベース統合システム「PRESRI」

を構築した。講義の、映像、音声、スライド、ポイン

タ情報などをメタデータによって統合した、教育コ

ンテンツ統合・学習システム「UPRISE」を構築した。

考古学情報のデータベースシステム「ARCADIA」

を構築し、公開した。 

(3) 知識資源を用いた分析 
平家物語などの古典文学や詩歌の統計的・数

理的分析を行い、そのリズムのベースが黄金分

割になっていることを示した。小津映画に関し

て、ショット長や画面の構成原理に、黄金分割

比に従う調和的空間が存在することを示した。 
(4) 知識資源の活用技術 

テレビ放送のマルチメディアコンテンツの、検索・

要約システムを構築した。 

地球上の20箇所以上のニュースサイトの、4カ

国語の自然言語で記述されたニュース記事の索

引情報を自動収集し、検索を可能とするニュース

ディレクトリシステムの構成法を提案した。ブログ

検索・分析システム「blogWatcher」を公開した。 

(5) 知識資源の体系化と活用のためのインフ

ラストラクチャ 

 大規模知識資源蓄積活用システムKnowledge 

Storeと、大規模知識処理用データグリッドサーバ

群を構築し、研究と教育に活用した。 

 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

計69名の資質のある博士課程学生を受け入

れ、次世代の大規模知識資源に関する研究の推

進リーダーとなる人材育成のため、以下を中心

とする多様な施策を実施した：「大規模知識資

源学・特別教育研究コース」、「博士研究員制

度（RA制度）」、「博士フォーラムの新設」、

「サイエンスカフェ」、「マネージングプロフ

ェッサー（常任）の採用」。 

 10名のポスドク研究者を雇用・育成した。 

 博士課程学生人材育成の実績は以下の通り： 

(1) 国際会議最優秀論文賞2件（開催地ミュン

ヘン、ソウル）  

(2) 国際会議最優秀学生論文賞1件（開催地ニ

ューヨーク）  

(3) 博士課程学生国際的フェローシップ賞2件  

(4) 長期研修滞在5件（米国グーグル、カナダ

ウォータールー大学、中国マイクロソフト、

IBM東京基礎研究所）  

(5) 国内受賞7件  

(6) 国外研究発表76件 

これらに示されるように、人材育成での大きな成

果が得られ、拠点における研究の進展へ大きく寄

与している。育成された若手研究者は、国内の他

大学や研究機関のみならず、海外の大学でも研

究者として採用されている。 

 

3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的
知見等 

大規模知識資源学は、国際的に重要性が認知
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されるようになり、後述するように、欧米で大

型研究プロジェクトが始まっている。 

特に、本拠点における種々のオントロジーの

体系化は、大規模知識資源構造化の標準的枠組

みを創出している。 

 音声からの意味理解の方法としての、音声要

約法の研究は、音声研究における新たな学問分

野として確立し、世界各国の研究者が参入して、

国際学術誌の特集号や、国際会議での特別セッ

ションが組まれるようになった。 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

 拠点形成を組織的に進めるため、前述のよう

に、4つのグループを構成し、各担当者は、必

ず一つあるいは関連する複数のグループに属

した。グループ内および全体会合を毎月行って

情報交換を行うとともに、関連グループ間の情

報交換を積極的に行って、有機的連携に努めた。 

 具体的な連携の成果としては、統計的方法に

よる比喩理解・生成モデル、古典文学や物語映

画の数理的分析、日本語教育・学習システムな

どがある。 

 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

多数の国際的情報発信によって、本拠点形成

の成果は、世界的に広く認知され、本学の国際

競争力を高める上で貢献している。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

国内のみならず、欧米を中心とする多数の先進

研究機関や大学との協力関係を進めた。連携・協

力関係を持った主な機関は、下記の通りである：カ

ーネギーメロン大学（米国）、南カリフォルニア大学

（米国）、カールスルーエ大学（ドイツ）、マイクロソ

フトアジア研究所（中国）、京都大学、NHK放送技

術研究所、国立国語研究所、国立情報学研究所、

小学館、学習研究社、ヤフー。 

また、「大規模知識資源シンポジウム」を毎年、

国際会議あるいは国内会議として開催し、国内外

からの招待講演者やCOEメンバーの講演を中心

に、活発な討論を行った。スイスを中心とする欧州

のプロジェクト（IDIAP研究所、EPFL、ジュネーブ大

学）との共同シンポジウムを、スイスで開催し、一

層の連携につながる成果が得られた。 

 研究成果は、多数の論文、解説記事、講演な

どによって、広く発信されている。 

 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形
成のため効果的に使用されたか） 

 補助金は、主として、ポスドク研究者の雇用、

博士課程学生のRAとしての雇用、大規模知識資

源処理のためのインフラストラクチャの構築、

成果発表のための旅費などとして使用し、常に

効率的・効果的使用に努めた。この他、全学的

措置による補助金を用いた。 

 

②今後の展望 

本拠点がねらった大規模知識資源の体系化と

活用基盤構築は、次世代Webとも関連して、すで

に世界的なレベルでのホットな研究課題となりつつ

ある。本拠点の研究活動により、種々の問題解決

の糸口が得られたが、誰でも即座にほしい知識が

簡単に得られる夢の実現のためには、未解決の

問題が多数残っている。情報が急激に「爆発」して

いる現在、大規模知識を体系化し、活用できるよう

にする重要性は、ますます大きくなってきている。

新たなアプローチの開拓や、今後の更なる技術展

開が求められており、｢大規模知識資源センター｣

をベースに、研究教育活動を継続していきたい。 

 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内
外に与えた影響度） 

 海外で、本拠点形成に刺激されて、類似のタ

ーゲットをもつCOEプログラムが米国で開始さ

れ、ヨーロッパでも大規模知識資源に関する国

際的プロジェクトが開始されて、本拠点への連

携協力の依頼が来ている。 

学内では、人文社会系から理工系の博士課程

に進学する学生が増え、分野横断型の研究が従

来よりも活発に行われるようになった。 

 情報系の複数の専攻や、周辺分野の専攻を横

断的にカバーする、学内の新しい組織の創出に

つながっている。 

大規模知識資源処理におけるグリッド計算

システムの重要性が検証され、大学におけるス

ーパーコンピューターの導入とその利用法の

モデルケースとなった。 

 また、教育用資源やアーカイブに関する研究

の成果は、大学におけるOCW（Open Course Ware）

の導入の基礎を与え、学内論文デポジトリシス

テム「T2R2」へ発展している。 
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機 関 名 東京工業大学 拠点番号 J06 

拠点のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称 
 

大規模知識資源の体系化と活用基盤構築 

１．研究活動実績 

①この拠点形成計画に関連した主な発表論文名・著書名【公表】 
 ・事業推進担当者（拠点リーダーを含む）が事業実施期間中に既に発表したこの拠点形成計画に関連した主な論文等 

〔著書、公刊論文、学術雑誌、その他当該プログラムにおいて公刊したもの〕） 
・本拠点形成計画の成果で、ディスカッション・ペーパー、Ｗｅｂ等の形式で公開されているものなど速報性のあるもの 

※著者名（全員）、論文名、著書名、学会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年（西暦）の順に記入 

    波下線（   ）：拠点からコピーが提出されている論文 

下線（   ）：拠点を形成する専攻等に所属し、拠点の研究活動に参加している博士課程後期学生 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

 

（１） 第1回 

開催日：      2004年3月8～9日 

開催会場：     東京工業大学ディジタル多目的ホール 

名称：          International Symposium on Large-scale Knowledge Resources (LKR2004) 

参加人数：      145名 （23名） 

主な招待講演者：Key-Sun Choi (Korea Advanced Institute of Science and Technology) 

           Steven Krauwer (Utrecht University) 

           Mark Liberman (University of Pennsylvania) 

           Douglas Oard (University of Maryland) 

 

（２） 第２回 

開催日：      2005年3月1～3日 

開催会場：     東京工業大学西８号館 10階大会議室 

名称：          Symposium on Large-scale Knowledge Resources (LKR2005) 

参加人数：    195名 （17名） 

招待講演者：   河原達也（京都大学） 

           曽根原登（国立情報学研究所） 

           松本裕治（奈良先端科学技術大学院大学） 

 

（３） 第３回 

開催日：      2006年3月1～3日 

開催会場：     東京工業大学ディジタル多目的ホール 

名称：          International Symposium on Large-scale Knowledge Resources (LKR2006) 

参加人数：      175名 （24名） 

主な招待講演者：Nicoletta Calzolari (Instituto di Linguistica Computazionale (ILC-CNR)) 

           Allen L. Gorin (U. S. Department of Defense) 

           Donna Harman (National Institute of Standards and Technology (NIST)) 

           Biing-Hwang Juang (Georgia Institute of Technology) 

           Henry Thompson (The University of Edinburgh) 

 

（４） 第４回 

開催日：      2007年3月1～3日 

開催会場：     東京工業大学ディジタル多目的ホール 

名称：           Symposium on Large-scale Knowledge Resources (LKR2007) 

参加人数：       160名 （16名） 

招待講演者：   田中克己（京都大学） 

 

（５） 第５回 

開催日：       2008年3月3～5日 

開催会場：     東京工業大学ディジタル多目的ホール 

名称：           The 3rd International Symposium on Large-scale Knowledge Resources (LKR2008) 

参加人数： 

主な招待講演者：Nicoletta Calzolari (Instituto di Linguistica Computazionale (ILC-CNR)) 

           Donna Harman (National Institute of Standards and Technology (NIST)) 

           Biing-Hwang Juang (Georgia Institute of Technology) 

           Henry Thompson (The University of Edinburgh) 
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東京工業大学（J06）―4頁 

２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

本COEでは、人文系スタッフと情報系スタッフの融合によって、大規模知識資源を構築し、それを活用流通する

ための、新しいアルゴリズムや体系化の教育を進めてきた。次世代の大規模知識資源に関する研究を推進するリ

ーダーの育成を目的として、事業推進者20 名の研究室に、計69 名の資質のある博士課程学生を受入れ、計10 

名のポスドク研究員を雇用・育成した。具体的には、以下のような新施策を実施した。 

１．「博士フォーラム」の設置 

 博士研究員（RA）として採用した博士後期課程学生、ポスドク研究員（PD）を中心に、「博士フォーラム」という組

織を構成し、視野の拡大と自主性の涵養のため、ポスドク研究員と博士課程学生の自主的プログラムによる定期

的セミナーや、国際会議の計画と運営を行った。 

（１）RAの採用：事業推進担当者や学内の関連教官に周知し博士課程学生を募集し書面審査により採用 

  採用実績 平成15年度：26名、16年度：23名、17年度：20名、18年度：19名、19年度：15名 

（２）PDの採用：ホームページ上で一般公募、書類審査および面接により採用 

  採用実績 平成15年度：1名、16年度：6名、17年度：7名、18年度：6名、19年度：3名 

（３）活動実績 

  平成15年度： 研究発表会1回 

  平成16年度： 研究発表会7回、講演会6回、シンポジウム1回 

  平成17年度： 研究発表会11回、オープンラボ4回、講演会3回、講習会1回、国際シンポジウム1回 

  平成18年度： 研究発表会2回、オープンラボ8回、講演会2回、シンポジウム1回 

  平成19年度： オープンラボ6回、講演会2回、国際シンポジウム1回 

２．大学院「大規模知識資源学・特別教育研究コース」の開設 

 関係する博士後期課程の中に、期間中に下記12科目の授業科目を新設し、人文社会系と理工系の両方の知識

と技術を身につけたリーダーの育成のための、両系の教員による共同特別カリキュラムを実現した。 

  新設科目：「COE21-LKR 知識資源計算実習」、「COE21-LKR 知識資源活用（実習編）」、「COE21-LKR 知識

資源活用（発展編）」、「COE21-LKR 認知的知識資源論」、「『社会理工学実践論理思考』および『Inter-COE実践

論理思考』」、「COE21-LKR 効果的なコミュニケーションのスキルI」*1、「COE21-LKR 効果的なコミュニケーション

のスキル II」*1、「IT実践英語プレゼンテーション」*1、「大規模知識資源学コロキウムA」*2、「大規模知識資源学コロ

キウムB」*2、「大規模知識資源学特論I」、「大規模知識資源学特論II」 

 特に上記科目中(*1)を付記した3科目は、英語のコミュニケーション能力の向上を図るため、(*2)を付記した２科

目は、プレゼンテーション力の強化を目指すための科目で、単に知識や技術を身につけるだけでなく国際的に活

躍できる資質の向上を図った。 

３．「サイエンスカフェ」の実施 

 科学技術者のアカウンタビリティが問題になっているが、その能力の向上をめざして、中高生から地域の一般人

を含む学内外の人を対象として、本COEの研究成果を学会発表とは全く違う方法でわかりやすく発表する、「サイ

エンスカフェ」を実施した。企画は、博士フォーラムにまかせ、博士課程の学生の訓練の場として活用した。最終年

度の平成19年度に6回実施し、何人ものリピータもでるなど、高い評価を得、極めて大きな成果を上げることができ

た。 

 その他、多数の学生が、成果の発表、討論、共同研究などのために、海外に派遣され、多様な経験と成果を上

げることができた。 

 



機関名：東京工業大学 拠点番号：J06 

 

２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的は概ね達成された 

（コメント） 

拠点形成計画全体は、人文社会系から理工系にわたる大規模知識資源の体系化という極

めて高い達成目標を設定するとともに、その活用技術を開発し、具体的な活用例によって、

社会に貢献することを目指しており、ドメインオントロジーを用いた支援ツールの実現、

大規模日本語話し言葉コーパスの構築など、大規模知識資源学としての国際的評価を高め、

知識資源の重要性を認知させたことは本拠点形成の最も重要な成果であり、評価できる。 

人材育成面では、分野横断型教育コースを創設し、多数の学生が国際会議で発表を行う

などの努力は評価できるが、知識資源学という極めて広汎な課題における人材像をより明

確に打ち出すべきであったと思われる。 

研究活動面では、多種多様な知識資源の体系化による具体的なシナジー効果を顕在化さ

せられれば、より明確な成果となったと思われるが、本拠点形成によって、乖離していた

文理間の知識資源の橋渡しを行い、共通の枠組みで知識を議論することを可能としたこと

は重要であり、評価できる。 

補助事業終了後の持続的展開については、大規模知識資源センターに研究教育活動を引

き継ぐために、本拠点形成計画を土台として、具体的研究計画や研究体制をより明確にす

ることを期待する。 
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